
安中市自主防災組織事業補助金交付要綱 

 

平成２９年３月３１日 

安中市告示第４９号 

 

 安中市自主防災組織事業補助金交付要綱（平成２２年安中市告示第１１５号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 市は、住民相互の防災意識の高揚を図り、自主的な防災活動を促進するため、地域住民が自治

会等を単位として自主的に防災活動を行うために組織した団体（以下「自主防災組織」という。）が実施

する防災訓練、防災資機材等の購入及び防災に関する意識啓発に対し、予算の範囲内において補助金を

交付するものとし、その交付に関しては、安中市補助金等交付規則（平成１８年安中市規則第４４号）

に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。 

 （認定等） 

第２条 自主防災組織は、市長の認定を受けることができる。 

２ 前項の規定による認定を受けようとする自主防災組織は、自主防災組織認定申請書（様式第１号）

により市長に申請しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、自主

防災組織認定書（様式第２号）により当該申請をした自主防災組織を認定するものとする。 

 （認定の内容の変更） 

第３条 自主防災組織は、前条第３項の規定による認定を受けた内容に変更が生じたときは、当該変更

が生じた日から起算して３０日以内に、自主防災組織変更届出書（様式第３号）により市長に届け出る

ものとする。 

 （補助対象組織等） 

第４条 補助金の交付の対象となる自主防災組織は、第２条第３項の規定による認定を受けた組織とす

る。 

２ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助金の交付の対象となる経費

（以下「補助対象経費」という。）、補助率及び補助金の上限額は、別表のとおりとする。 

３ 補助金の交付の回数は、別表に掲げる補助対象事業ごとに、一の自主防災組織に対し年度内に１回

限りとする。 

 （補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする自主防災組織は、自主防災組織事業補助金交付申請書（様式第

４号）により市長に申請しなければならない。 

 （補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付を決定した

ときは、自主防災組織事業補助金交付決定通知書（様式第５号）により当該申請をした自主防災組織に

通知するものとする。 

 （補助対象事業の変更等） 

第７条 前条の規定による補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）を受けた自主防災組織が補

助対象事業の内容を変更し、又は中止しようとするときは、自主防災組織事業補助金交付決定変更等承

認申請書（様式第６号）により市長に申請し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、自主防

災組織事業補助金交付決定変更等承認通知書（様式第７号）により当該申請をした自主防災組織に通知

するものとする。 

 

 



 （実績報告等） 

第８条 交付決定を受けた自主防災組織は、補助対象事業を完了した日から起算して３０日以内又は当

該交付決定を受けた日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、自主防災組織事業補助金実績報告

書（様式第８号。次条において「報告書」という。）及び自主防災組織事業補助金交付請求書（様式第９

号）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （補助金の額の確定及び交付） 

第９条 市長は、報告書の提出を受けたときは、補助対象事業の成果が交付決定の内容及びこれに付し

た条件に適合するものであるかどうかを審査し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

自主防災組織事業補助金確定通知書（様式第１０号）により当該報告書を提出した自主防災組織に通知

し、補助金を交付するものとする。 

 （是正のための措置） 

第１０条 市長は、前条の規定による審査の結果、補助対象事業の成果が交付決定の内容又はこれに付

した条件に適合しないと認めるときは、当該審査に係る自主防災組織に対し、これらに適合させるため

の措置をとるべきことを命ずることができる。 

 （交付決定の取消し） 

第１１条 市長は、交付決定を受けた自主防災組織が次の各号のいずれかに該当する場合は、交付決定

の一部又は全部を取り消すことができる。 

 （１） 予定された補助対象事業を実施しないとき。 

 （２） 補助対象事業の施行方法が適当でないとき。 

 （３） 偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けたとき。 

 （４） 補助金を他の用途に使用したとき。 

 （５） 交付決定の内容又はこれに付した条件若しくは法令、条例等に違反したとき。 

 （６） その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。 

 （補助金の返還） 

第１２条 市長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、既に補助金を交付している

ときは、当該補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 （その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、改正前の第２条の規定による届出を行った自主防災組織は、改

正後の第２条第２項の規定による認定の申請を行ったものとみなす。 

 

別表（第４条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 補助率 
補助金の 

上限額 

防災訓練事業 
自主防災組織が実施する防災訓練において使用する消耗

品、炊き出し用の食料及び訓練用の資機材の購入費用等 

10分の 5 50,000円 

防災資機材等

の購入事業 

自主防災組織が災害時に使用する防災資機材及び備蓄物

資の購入費用等 

10分の 10 30,000円 

防災に関する

意識啓発事業 

自主防災組織が防災に係る知識の普及及び啓発のために

要した経費、講演会、研修会等の開催に要する費用等 

10分の 10 20,000円 

 


